
資料6－1：各委員からの提出資料   



荒井委員提出資料  

研究テーマ1  研究テーマ2  

④その他（新たな運動器疾患対策）  ④その他（政策科学）   

予防に関する研究  市町村等の自治体における運動器疾患予防政策に関する研究   

当該研究に必要な研究期間（5年）  当該研究に必要な研究期間（3～5年）   

研究  
テーマ   

lT技術を用いた日常生活の中での運動器疾患予防手法の開発   

【目的（研究が必要な理由）】  【目的（研究が必要な理由）】  

現在、運動器疾患予防については、特定の場所（ブール、スポーツセン  
市町村等の自治体における住民数、市町村規模、対象者の割合、疾病構造等は種々 のめ 
形態があるた、画一的な運動器疾患予防政策を実施しても、十分な効果を得る こはで 
と困難ある。したがって、より効果的な運動器疾患予防を実施するために は 
、各市町村が持つリソース（人員、ボランティア団体、丁〉、ラジオ、インター ネット 
、放送等）を十分に活用することが必要である。しかしながら、このような リソ 
ースに関する実態把握、活用のあり方についての調査研究は未だ行われていな い 
。  

ティブをあげる）手法に関する研究開発を行う。  

【研究内容（概要）】  【研究内容（概要）】  

具体的  
内容  

市町村等の自治体において、より効果的な運動器疾患予防を実方包するためには、市   日常生活の中で行われる運動器疾患予防に対する達成感の低さをけ技術等  
町村が持つリソースを十分に活用することが必要であり、このようなリソースに関  を用いて補完する（すなわちインセンティブをあげる）手法に関する研究  
する実態把握、活用のあり方についての調査研究を行う。   開発を行う。  

【期待される成果】  【期待される成果】  

日常生活の延長上して行われる運動器疾患予防を長期間継続的に実施する  

ことにより、運動器疾患予防の推進を図ることができる。  市町村内のボランティア団体、TV、ラジオ、インターネット等を効果的に活用する     者が増加することにより、一般人ロにおける運動器疾患予防の促進が期待  
される。  



荒井委員提出資料  

研究テーマ3  研究テーマ4  

④その他（国民への普及）   ④その他（運動器疾患予防）  

分類  

（該当する ものを選  予防に関する研究  

択）  

当該研究に必要な研究期間（3～5年）   当該研究に必要な研究期間（3年）   

研究  
テ・一マ   

行動変容ステージに基づいた運動器疾患予防カリキュラムの開発   

【目的（研究が必要な理由）】  【目的く研究が必要な理由）】  

高齢者における運動器疾患の予防を効果的に実践するためには、個々人の運動能  
力、意識等に合わせた予防カリキュラムを組む必要がある。ところで、個々人の  

高齢者に対し、運動器疾患の予防法を効果的・効率的に伝達していくことは、重     運動に対する意識の違いに着目したアプローチのlつとしてステージモデル（トラ  
要かつ喫緊の課題である。しかしながら、どのような方法が高齢者に対して、効  ンスセオレテイカル・モデル）が挙げられる。これは、各人の行動変容のステー  
果的に情報伝達を図ることができるのかについての幸艮告はない。   ジ（無関Jむ期、関心期、準備期、実行期、継続期）に対応した予防法を行うこと  

で効果をあげようとするものであるが、介護予防に関して応用された研究報告例  
は少ない。  

【研究内容（概要）】  【研究内容（概要）】  

具体的  

内容                        対象となる高齢者に対して、現在行われている運動器疾患対策に係る情報伝達の   高齢者の心身の特性に合わせた、運動器疾患予防のためのカリキュラムの検討を  
実態を把握し、対象群別、行為（予防法）別、伝達方法別等の分析を行うととも  行動変容ステージに基づき行い、多くの高齢者が実施しやすく、継続が可能な力  
に、け等の新たな伝達ツールを用いた伝達方法の開発を行う。   リキュラムの開発を行う。  

【期待される成果】  【期待される成果】  

対象群、予防方法別の効率的、効果的伝達方法の分析と開発が行われることによ   行動変容ステージに基づいた運動器疾患予防カリキュラムが開発されることで、  
り、骨折、膝痛、腰痛等の運動器疾患予防対策の実施が可能となることから、運  運動器疾患予防を効果的、効率的に実践する高齢者が増加し、運動器疾患予防の  
動器疾患の予防の推進を図ることができる。   推進を図ることができる。  



岩谷委員提出資料  

研究テーマ1  研究テーマ2  

その他（  ）  ②腰痛対策 ③腰痛対策  

l分韻  
も  治療に関する研究・ケア（支援）に関する研究  

当該研究に必要な研究期間（～2年）  当該研究に必要な研究期間（～2年）  

虚弱高齢者の運動器リハビリテーションヘのコンプライアンスに閲す   
研究    禿・合相ほ    性 影響に関する横断的調太   丁－マ   腰痛と腰痛のロ併頻度と生活活動 への扉／Eヨ・・－   、岨   る研究   

【目的（研究が必要な理由）】  【目的（研究が必要な理由）】  

高齢者において腰痛と膝痛を合わせ訴える人が多い。臆病を訴える人虚弱高齢者、要支援■介護高齢者を運動療法への参加を促すことによ  
（臆病者）の方が腰痛を訴える人（腰痛者）より医療機関への受診率がり、運動参加者においては介護予防の効果をあげることができると考  
高いことが報告されている。腰痛と腰痛の合併症例の有症率、それぞえられている。運動参加ができない、中途で脱落する高齢者の要因を  
れの痛みの生活機能への影響、合併した場合の影響を検討すること明らかにすることにより、運動療法への参加者を増やす為の方策を立  

，  

は、介護予防のための介入方法の開発に役立つ。  てる。  

l  

【研究内容（概要）】  【研究内容（概要）】  

住民健診（数千人）により、腰痛、膝痛の有症率、 
弱高齢者、要支援・要介護高齢者を対象とする介護予防事業におけ  

具体的                                                                                       芸右。雪 機能評価を行し＼関連因子を分析するさらに  内容  
こ、 
かにする。  

【期待される成果】  【期待される成果】  

【 l  

慧告宝書芸慧慧笠島謂誉禁芝警芸孟孟墓誌壷違iこ笈警≡誓警管長者を増加させ、脱落者を減少  
できる。  

貨㌶号  

l  



岩谷委員提出資料  

研究テーマ3  研究テーマ4  

l  

t  その他（  ）   そ▲の他（運動器疾患患者の生活機能の自然経過）  

i（該宣誓るも のを選択）           治療に関する研究・ケア（支援）に関する研究   
疫学研究  

当該研究に必要な研究期間（～2年 ～5年 ～10年10年～）  当該研究に必要な研究期間（～10年）   

テ⊥マ   
研究  脊柱一脊髄疾患（頸髄症、脊柱管狭窄症）による生活機能低下の構造   膝痛、腰痛有訴者の訴えと機能の長期自然経過   

【目的（研究が必要な理由）】   【目的（研究が必要な理由）】  

高齢者の心身機能は徐々に低下する。その自然経過を知ることは医学  頸髄症は、上下肢マヒを通して要介護状態に陥る。関節症、骨折とは  
異なった障害化過程をたどり、介護度（障害程度）は関節疾患より高  

l   いと考えられる。運動器疾患と介護予防を考える上に頸髄症に関する  
障害構造、介護予防研究は重要仲代である。  

のための施策を効率的に進めるために、自然経過を知ることは必須で  

n ．1ゝ  
ろう。  

【研究内容（概要）】   【研究内容（概要）】  

l  

1．長期のコホート研究により、有訴者と心身機能の経年変化を調査  
具体的  

I  

内容   の程度を包括的に調査し、障害化過程をモデル化し、必要となる介  ムドコンセントを得て、「運動器健康手帳」を持って貰い、診療履歴  
護・支援サービスを明らかにする。   を記録し、心身機能評価を定期的に行ってデータベースを作成し、自  

然経過を記 

1  

【期待される成果】   【期待される成果】  

l  

l  

が構築され、運動器疾患患者の介護予防、介護支援の標準化に役立  
高齢脊髄障害者の障害予防、介護予防、介助・支援サービスのモデル   
つ。   

L  



大渕委員提出資料  

研究テーマ2  研究テーマ1   

②膝痛対策 ③腰痛対策  ④その他（長期的な統計整備のために）   

分類  

（該当するも  

のを選択）  

疫学研究  

当該研究に必要な研究期間（10年～）   当該研究に必要な研究期間（～2年 ～5年 ～10年 10年～）   

研究  
生活の自立をエンドポイントとした統計の整備   テーマ  

足部の変形と膝関節症、腰痛症との関連を調べる   

【目的（研究が必要な理由）】   【目的（研究が必要な理由）】  

従来、日本国の厚生労働行政は主に、死亡率をエンドポイントとして てた 
行われき。一方、”元気で長生き”の言葉が示すごとく国民は 

リ、立位で荷重することが刺激となっていると考えられる。この荷重  
元気”という新たな価値を求めている。したがって、生活の自立をエ ンドントにして 

年症候群、社会的役割の有無などの状況を経時的に観察していく必要  
ポイ、これに影響を与える運動器疾患を含む疾病、老   

がある。   
病症などが関係しているのかどうかの疫学研究が少ない。  

【研究内容（概要）】  【研究内容（概要）】  

具体的  
5000人規模の横断調査。腰痛症、膝関節症の有無、画像所見、足  

内容   た、自立がなされていないものについては、その原因を調べる。  
部の視診、足部の測定圧分析（静的、動的）、歩行速度など機能的評  
価から、足部の状態と症状との関連を探る。  

【期待される成果】   【期待される成果】  

今後生活の自立をさらに高めるには何を目標にすべきなのかが明確に  
なる。また、年齢調整生活の自立率を経年的に求めることによって、  

足部ケアの方法が明らかになる。  

今回進められる介護予防が効果があったのかどうかが明らかとなる。  



大渕委員提出資料  

研究テーマ3  研究テーマ4  

（か骨折予防   ②膝痛対策  

分類  

（該当するも のを選択）       治療に関する研究・ケア（支援）に関する研究   
ケア（支援）に関する研究  

当該研究に必要な研究期間（～5年）   当該研究に必要な研究期間（～5年）   

研究 テーマ  骨粗しょう症の運動療法についての大規模無作為化比較対照試験   
臆病者へのセルフケアの検討   

【目的（研究が必要な理由）】  【目的（研究が必要な理由）】  

骨董と運動には相関があることから、骨粗しょう症に対する運動療法  
が適応されることがある。しかしながら、骨粗しょう症を持つ高齢者   膝痛により活動制限をきたしているものは多い、自宅で行う簡単な運  
に対して、骨荷重を目的とした運動療法が効果を示すのかどうかを大  
規模無作為化比較対照試験で調べたものは少ない。   

【研究内容（概要）】   【研究内容（概要）】  

女性骨粗しょう症患者、および骨密度低下者、それぞれ200名を無  自宅で行う膝痛増悪のための包括的なセルフケア方法を用い、大規模  
具体的  
内容   ンを用いて、骨董の変化、有害事象の報告を比較する。   効果を調べる。  

【期待される成果】   【期待される成果】  

骨粗しょう症に対する、運動療法の予防効果、治療効果が明らかとな  
る。   

一l   



大渕委員提出資料  

研究テーマ5  研究テーマ6  

（a膵癌対策  （∋膝痛対策 ③腰痛対策   

分類  
（該当するも  

のを選択）   

ケア（支援）に関する研究  

当該研究に必要な研究期間（～2年 ～5年 ～10年10年～）  当該研究に必要な研究期間（10年～）   

研究 テーマ  民間療法の効果の検討   臆病者の長期的予後の検討   

【目的（研究が必要な理由）】  【目的（研究が必要な理由）】  

さまざまな民間療法が開発され、医療法の狭間を巧みに利用して症状 ってい 
改善効果をうたる。高齢化社会に伴い、対象者が増えることか  

い。腰痛は、活動性の制限をもたらすことから、どのようにそれが波  
らさらに健康被害などの危険が考えられる、これらの民間療法の効果 い 
判定試馬英行、利用者へ正しい情報を届ける。  

【研究内容（概要）】  【研究内容（概要）】  

具体的  

内容   があるのかどうか、有害事象の発生がないかどうか検討する。   保険申請・認定状況を30年間調査する  

【期待される成果】  【期待される成果】  

民間療法に一定の歯止めがかかり、国民の民間療法による被害が小さ   閉経期の機能的な制限が、高齢期の生活機能に与える影響が明らかと  
くなる。   なる。  
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鈴木委員提出資料  

研究テーマ1  研究テーマ2  

（か骨折予防   ①骨折予防  

分頬  
（該当するも  疫学研究・予防に関する研究  
のを選択）  

～2年   ～5年   

研究 テーマ  高齢者の転倒の実態と危険因子の解明に向けた大規模調査   
高齢者の転倒予防のための薬物治療も含めた対策方法の確立   

【目的（研究が必要な理由）】   【目的（研究が必要な理由）】  

転倒は高齢者に頻発する。 卓云倒は骨折を始めとする外傷や転  高齢者の転倒は骨折を含む外傷、転倒後症候群による生活機能  
倒後症候群などによって容易に要介護状態となることが知られ  の低下など要介護の状態と直結している。 現在では高齢期の  
ている。しかし、高齢者における転倒に関する調査方法を標準  卓云倒予防には運動の介入や物的環境の改善などがあげられてい  
化した全国規模の大規模調査は横断的にも縦断的にもおこなわ  る。最近血中ビタミンD濃度の低下が転倒発生に関与するとの報  
れていない。 今回の研究では調査方法を標準化したうえで、  告や、ビタミンC濃度の低下とサルコペニアの発生などが報告さ  
地域在宅高齢者および施設高齢者の車云倒の実態を明らかにす  れている。 本研究ではこれらのビタミン類が真に卓云倒発生を  
る。   低下させるかを検証する。  

【研究内容（概要）】  【研究内容（概要）】  

具体的 内容                                               全国規模の横断調査を実施し、性別、年齢階級別、地域別、住   全国多施設による（特定の危険因子を有する）易転倒性高齢者  
居形態別等の転倒の発生に関する調査と、危険因子の解明ある  に対するビタミンDおよびCの投与による改善の有無を検証すす  
いは転倒による虚弱化のプロセスの解明等をおこなう。   る。  

【期待される成果】  【期待される成果】  

今後の介護予防施策、特に卓云倒による特定高齢者や要支援高齢 者に対する運動器の機能向上サービスプログラムの質的向上の  
リメントとしても広く知られているビタミンDやCが有効である  

ための基礎資料とする。また、転倒後の虚弱化防止にも役立て る 
。  
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戸山委員提出資料  

研究テーマ‾一  研究テーマ2  

②膝痛対策  ③腰痛対策   

分頬  
（該当するも  

のを選択）   

疫学研究  

の基礎資料とする。  



戸山委員提出資料  

研究テーマ3  研究テーマ4  

「  
②膝痛対策 ③腰痛対策   ③腰痛対策  

診断に関する研究  】語義も  

ロ  当該研究に必要な研究期間（～2年）   当該研究に必要な研究期間（～5年）   

！票  発症一重症化を予防するための至通運動プロトコールの確立   
痛み・しびれの可視化のための研究   

l＋‾ l  

【目的（研究が必要な理由）】   【目的（研究が必要な理由）】  

I  

l  

腰痛及び腰痛患者について、各自の症状にあわせた運動療法を行うことに  
より、症状緩和を図ることができる。本研究では、この症状緩和を目的と  する方法がない。より適切な診断・治療を実施するためには、  
して行われる運動プロトコールの標準化を目指す。   客観的な痛み・しびれの評価が必要。  

‖ 」  
【研究内容（概要）】   【研究内容（概要）】  

痔痛関連分子を標的とした新規画像診断法の開発を行う。  

invivoでのイメージングを実現する。  

【期待される成果】   



戸山委員提出資料  

研究テーマ5  研究テーマ6  

③腰痛対策   ③腰痛対策  

分崇貞  
（該当するも  

のを選択）   

診断に関する研究  診断に関する研究  

該研究に必要な研究期間（～5年）   該研究に必要な研究期間（～5年）  

脊柱管狭窄症などによる痛みを有する患者について、適切な治療を   骨粗髭症による脊椎椎体骨折は高齢者の腰痛症の大きな原因で  

行うためには障害部位の詳細を把握することが必要。  

画像診断を用いて脊椎骨強度測定を行い、骨粗髭症の診断及び  

予後予測について検証する。  
当面は動物モデルを用いてイメージング技術を確立する。その後、  

ヒトへ応用を目指す。  

【期待される成果】  



戸山委員提出資料  

研究テーマ7  研究テーマ8  

I  

②膝痛対策   ②膝痛対策  

十壬  

（該当するも  診断に関する研究  
のを選択）  

当該研究に必要な研究期間（～2年）   当該研究に必要な研究期間（～5年）   

研究  
テーマ   

高精度早期画像診断技術の確立   関節マーカーを用いた早期診断と予後予測の確立   

屈 l   【目的（研究が必要な理由）】   【目的 く研究が必要な理由）】   

f  

l  

i   変形性膝関節症について、より早期の介入を行うためには症状発症前で  変形性膝関節症について、より早期の介入を行うためには症状   
I   あっても診断できる技術を確立することが必要。   発症前であっても診断できる技術を確立することが必要。  

【研究内容（概要）】   【研究内容（概要）】   

l  

l l  

膝部単純エックス線写真等を自動計測することにより、症状発症前で   
あっても変形性膝関節症の診断を行える技術を確立する。  

l  

l 

具体的  

内容  おり、今後変形性膝関節症の患者に対し、計測プログラムを用いた評価  

を行う。併せて、本患者について専門医による詳細な診断を行い、計測  
プログラムで得られた結果との比較を行うことにより、計測プログラム  

l  

の妥当性を検証する。   

u  

l  

【期待される成果】   【期待される成果】  

I  

l  

‘  

n l   

症状発症前に変形性膝関節症の診断を行うことにより、これまでよりも  症状発症前に変形性膝関節症の診断を行うことにより、これま  
早期の介入が可能となり、介護予防に資する。   でよりも早期の介入が可能となり、介護予防に資する。  

」  




